








目的で 2003 年 7 月に成立した国立大学法人法
2）
に従い，国立
大学は 2004 年 4 月に国立大学法人へと移行した。法人化によって学長の指導力に基づく大学
運営の独自化・自律化が促進され，国立大学の多様化・個性化という大学改革を達成する，と
いうのが政府の方針であった。それに応じ国立大学法人では，教育・研究・社会貢献活動の各
分野で独自の取組みが進められている。同時に国は，2011 年 4 月の大学設置基準改正におい














担当していた。中期目標・中期計画の策定を受け経済学部では，2004 年 4 月にキャリアデザ
インオフィス（現・キャリアセンター経済学部：Career Center, Faculty of Economics，以下，
CCFoE）を設置し，体制の強化を図った。同時に，キャリアカウンセラーの資格を持ち，就
＊  　本稿の 2．及び 3．は主に本庄、4．及び 5．は主に岩田が担当し，1．及び 6．は共同して執筆した。
1）   　いずれも国立大学法人法 第一条より引用。
2）   　平成 15 年法律第百十二号。
3）   　2004 年 4 月当時，和歌山大学は教育学部・経済学部・システム工学部の 3 学部・3 研究科体制であったが，





































5）   　「大学生の就業力育成支援事業」は 2010 〜 2014 年度の 5 年間での実施が予定されていたが，行政刷新会

































































































































































全 15 回のうち地元自治体より招聘した講師が参加する授業を 4 回程度実施し，講師によるミッ
ション提示および講師の前での「企画提案書」を提示・発表を繰り返す PBL 形式の授業である。
公務に携わる人材に求められる資質とは何か，行政が直面している課題は何か，等を第一線で













































500 件であったが，翌年度から 2007 年度にかけては 800 から 1000 件程度へと増加したため，
週 2 〜 3 日勤務のキャリアカウンセラー 1 名を 2008 年度第二学期より非常勤職員として採用
した。また 2011 年度から 2013 年度にかけては，学部生はもちろん経済学研究科生のキャリア
形成支援を強化する目的で，主としてキャリアカウンセリングを担う特任教員 1 名を新たに配
置した。
図 3-1 は，2009 年度から 2014 年度において CCFoE が行ったキャリアカウンセリング実施





19）  　2015 年 7 月末時点の URL は http://www.eco.wakayama-u.ac.jp/cdo/obog/ である。
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就活アンケートはその質問内容をほとんど変更することなく，2006 年度（2007 年 3 月卒業
予定者を対象として 2007 年 1 月末に実施）から 2014 年度（2015 年 3 月卒業予定者を対象と


















2006 年度から 2014 年度の卒業予定者の内定確保状況および入社先に定めた企業に対する意
識を明らかにするために，項目 A と項目 B に関する卒業年度単位の詳細を図 4-1 と 4-2 に示す。
図 4-1 において内定数が 1 である者に着目すると，2008 年度までと 2009 年度以降では明確
な差が認められる。特に 2008 年度と 2009 年度を比較すると，1 月末時点の内定確保者に占め
る内定数 1 の割合が 15.5 ポイント増加した反面，内定数 3 の割合が 6.1 ポイント，5 以上の割
合は 4.7 ポイント減少している。ただし，2012 年度以降は徐々にではあるが 2008 年度以前の
構成比に近付いており，2014 年度は 2006 年度と似通った構成になっている。また，内定確保
者一人当たりの内定確保数平均を見ると，2008 年度の 2.22 から 2010 年度の 1.62 へと急落し
2013 年度まで横ばいであったが，2014 年度はこちらも 2006 年度の値まで回復している。







 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計
無回答  7 13 8 5 9 14 13 7 13 89
内定数：5以上  16 24 25 9 3 9 3 3 15 107
内定数：4  11 18 15 7 12 8 7 9 17 104
内定数：3  34 54 51 26 15 24 31 30 31 296
内定数：2  68 80 80 56 57 68 45 68 64 586
内定数：1  98 103 113 121 133 126 139 144 111 1088




























図 4-2 より，2007 年度以降は入社予定先企業に対し常に 5 割を越える者が「満足」してい
る事実が判る。さらに，「やや満足」を加えれば調査期間の全てで 8 割を超える。2011 年度以
降は構成比に大きな変動を認めないが，2009 年度と 2010 年度を比較した場合，「満足」が
11.6 ポイント減少し「やや満足」が 11.7 ポイント増加するという，大きな変化が目に付く。






らかにする目的で，項目 C の分析結果を図 4-3 に示す。
CCFoE を「よく利用した」と「少し利用した」を合計した割合は 2006 年度から 2011 年度
まで順調に上昇し，2011 年度以降は 60% 前後を保っている。「よく利用した」の割合は年度
により変動が認められるが，これは，自身の価値観と就職活動スタイルに合わせて学生が
CCFoE を適切に利用している結果だと考えられる。同時に，2009 年度以降は CCFoE の存在
 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計
無回答  7 13 8 5 9 14 13 7 13 89
不満  3 1 4 1 0 1 1 1 1 13
やや不満  8 6 1 3 2 4 4 7 1 36
どちらともいえない  27 29 24 19 17 22 20 27 24 209
やや満足  74 70 84 53 79 71 62 73 69 635


















そこで edp2008 を境として，CCFoE の利用状況と内定確保数の関係を明らかにすることに
より，学生の就職活動に対する CCFoE の貢献度を数値化したものが表 4-1 である。表 4-1 で
注目すべき値は，2006 年度から 2008 年度と 2009 年度から 2014 年度の 2 グループに区分した
図 4-3　卒業年度別・キャリアセンター経済学部の利用状況詳細
 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計
無回答  4 8 4 0 0 1 1 0 2 20
知らなかった  12 12 8 3 2 2 1 2 0 42
全く利用しなかった  94 87 100 62 41 42 46 23 36 531
ほとんど利用しなかった  63 87 82 61 52 47 44 66 52 554
少し利用した  42 59 72 65 92 103 69 121 107 730
























よく利用した 56 7.1% 2.50（1.00） 248 17.8% 1.94（1.00）
少し利用した 173 21.9% 2.15（0.86） 557 40.0% 1.83（0.94）
ほとんど利用
しなかった
232 29.4% 2.17（0.87） 322 23.1% 1.76（0.91）
全く利用しなかった 281 35.6% 2.12（0.85） 250 18.0% 1.60（0.83）
知らなかった 32 4.1% 2.88（1.15） 10 0.7% 1.50（0.78）
無回答 16 2.0% 2.75（1.10） 4 0.3% 1.00（0.52）







edp2008 の前後で「少し利用した」集合の内定指数を比較した場合，0.86 から 0.94 に上昇し
ている（「よく利用した」集合との差が減少している）が故に，CCFoE 利用の効能が減少して
いるように見える。しかし，「よく利用した」および「少し利用した」集合が両グループに占
める割合は 29.0% から 57.8% に増加しているため，学部全体で見た場合，CCFoE の利用によ
る就職活動成果は高まっている。また，edp2008 以降で CCFoE の存在を知らなかったと答え
た 10 名は edp2008 以前の 32 名と比べ，内定指数に明確な減少が認められる。







別の関係について，（1）edp2008 前の 2006 〜 2008 年度，（2）edp2008 を発端とする景気後退
期の 2009 〜 2011 年度，（3）景気の復調が認められる 2012 〜 2014 年度，で比較した。









やや不満 不満 無回答 計
リーマン・ショック前
2006 〜 2008 年度
54.6% 28.9% 10.1% 1.9% 1.0% 3.5% 100%
景気後退期
2009 〜 2011 年度
55.5% 30.1% 8.6% 1.3% 0.3% 4.2% 100%
景気復調基調期
2012 〜 2014 年度
55.0% 28.5% 9.9% 1.7% 0.4% 4.6% 100%
31和歌山大学経済学部におけるキャリア教育の実践と効果
そこで，「満足」および「やや満足」に限定して CCFoE の利用状況を調査したのが図 4-4
















 2006-2008 2009-2011 2012-2014 2006-2008 2009-2011 2012-2014
足満やや足満
無回答  7 1 1 5 0 0
知らなかった  17 6 2 8 1 1
全く利用
しなかった  157 77 63 75 49 27
ほとんど利用
しなかった  131 93 81 66 47 46
少し利用した  83 131 151 63 83 97



































する後輩との面談である。毎年，内定（内々定）先を確保し就活を終えた 4 年生のうち 10 名































表 5-1 は，edp2008 を境とした SL の利用と内定確保数の関係を示している。ただし，先輩
が提供する SL サービスを就活アンケート回答者が受益できる期間は，自身が 3 年生であった
卒業予定前年度の 7 月末から 3 月末に限定される点に注意する必要がある。自身の就職活動を
進めるに当たって SL を「よく利用した」者は，edp2008 の前後ともに平均内定数が高く，利
用状況別集合で比較すると最高値を示している。また edp2008 の前後で比較すると，「よく利
















よく利用した 89 11.3% 2.56（1.00） 79 5.7% 2.18（1.00）
少し利用した 205 25.9% 2.32（0.90） 237 17.0% 1.72（0.79）
ほとんど
利用しなかった
210 26.6% 2.10（0.82） 316 22.7% 1.82（0.84）
全く利用しなかった 237 30.0% 2.05（0.80） 584 42.0% 1.80（0.83）
知らなかった 32 4.1% 2.09（0.82） 168 12.1% 1.60（0.73）
無回答 17 2.2% 2.88（1.13） 7 0.5% 1.14（0.52）










しかし図 5-1 によると，SL を「よく利用した」と「少し利用した」を合計した割合は 2006
年度と 2007 年度は 40％を超えていたが，2008 年度以降は 20% 前後に低迷している。特に「よ
く利用した」者の占める割合は 2008 年度以降，2012 年度を除いて極端に低く，一方で 2011





2011 年 3 月 15 日改定の（社）日本経済団体連合会「採用選考に関する企業の倫理憲章」では，





の企業は 3 年生の 10 月 1 日を就活解禁日としていた。先述の通り SL サービスの受益者は 3
年生であるが，受動的であればあるほど就活解禁日が近づくまで自発的行動を起こさない。一
方，SL を通して他者に働き掛けたいと考える能動的な 4 年生であっても，自身の就活終結が
見通せなければ SL への本格参加は困難であり，SL による情報提供キックオフは 7 月下旬と
なるのが通例であった。従って，2012 年度と 2013 年度の比較に認められる「よく利用した」
者の割合激減（12.8% から 2.8%）の原因は，SL 活動開始から就活解禁日までの期間が 3 ヶ月
増加したからだ，と予想できる。
上記事象は，「ピア・サポートによって 3 年生が持つ受動的傾向を是正可能な期間が 3 ヶ月
増加したにも関わらず，2013 年度・2014 年度ともに十分な教育効果を示せていない」とも理
解できる。SL 開始当初は知名度も低く，先輩は後輩の SL に対する理解を促す広報活動にも
23） 　山田（2010），p11。
24） 　吉田（2013），p19。





















 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計
無回答  4 8 5 2 0 1 1 0 3 24
知らなかった  2 8 22 17 11 31 25 51 33 200
全く利用しなかった  64 72 101 90 85 77 107 100 125 821
ほとんど利用しなかった  50 72 88 60 69 62 40 53 32 526
少し利用した  69 81 55 40 40 54 25 43 35 442



















































Overview and Effectiveness Verification of Career Education Programs  
at Wakayama University Faculty of Economics
Mamiko HONJO, Hideaki IWATA
Abstract
In this paper, we overviewed the career education programs carried out for the past 11 
years at the Faculty of Economics, Wakayama University, and verified their effectiveness 
on the basis of the results of self-administered questionnaire completed by students who 
have finished job search. The Faculty of Economics has encouraged students to develop 
autonomous learning ability so that they could achieve their own goals. In the career 
education programs faculty members and career counselors’ first focus on building the 
trust relationship rapport with students and then support their autonomous learning, 
placing the highest priority on students’ satisfaction in their job search process and 
outcome. 
 We presented the results of questionnaire-based quantitative evaluation of such 
programs and verified their effectiveness from the viewpoint of students’ satisfaction.
